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所報タイトル「真摯」は所内で掲げる 

     平成 23年度の目標です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この所報のバックナンバーは弊所ホームページにて掲載しております。 

 

 

３月１１日(金)に発生した三陸沖を震源とする東日本大震災により、亡くなられた

方々のご冥福をお祈り申し上げますとともに、被災された皆様、そのご家族の方々に

心よりお見舞い申し上げます。 

被災地の一日も早い復旧復興をお祈り申し上げます。 

 

①  青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県に納税地を有する納税者につきま

しては、平成２３年３月１１日以後に到来する国税に関する申告・納付等の期限

が、すべての税目について、自動的に延長されることとなり、４月２２日（金）予定

の平成２２年分所得税確定申告の振替納付日も延長することとなります。 

今回の東日本大震災を受けて、財務省 国税庁が税制面の対応・救済措置を公

表しましたのでご紹介させて頂きます。(平成２３年４月６日現在) 

被災者支援や復興に向けて、今後より一層の税制面の対応・救済措置に注目が

集まります。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県以外の地域に納税地を有する納

税者につきましても、今般の地震の影響により、以下のような事情が発生し、申

告・納付等が出来ない方につきましては、申告・納付等の期限延長が認められ

ますので、状況が落ち着いた後、「災害による申告、納付等の期限延長申請

書」に必要事項を記載し、税務署に提出してください。 

 

1. 今般発生した地震により納税者が家屋等に損害を受ける等の直接的な被災

を受けたことにより申告等を行うことが困難 

2. 行方不明者の捜索活動、傷病者の救助活動などの緊急性を有する活動への

対応が必要なことから申告等を行うことが困難 

3. 交通手段・通信手段の遮断や停電（計画停電を含む）などのライフラインの遮

断により納税者又は関与税理士が申告等を行うことが困難 

4. 地震の影響による、①納税者から預かった帳簿書類の滅失又は②申告書作

成に必要なデータの破損等の理由で、税理士が関与先納税者の申告等を行

うことが困難 

5. 税務署における業務制限（計画停電を含む）により相談等を受けられないこと

から申告等を行うことが困難 

なお、上記の事情に該当しない場合であっても、今般発生した地震の影響により

申告・納付等ができない方につきましては、所轄税務署にご相談ください。 

 

① 青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県に納税地を有する法人 

当分の間、申告書等用紙の発送を見合わせています。 

  申告書等用紙のご要望がある場合は、最寄りの税務署までご連絡願います。 

 

② 秋田県、山形県に納税地を有する法人 

平成２３年２月決算法人の確定申告書及び平成２３年８月決算法人の予定（中間）

申告書（法人税及び消費税等）等の用紙については、平成２３年４月中旬の発送と

なる予定です。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 財務省は平成２３年東日本大震災に関し、中央共同募金会が募集する NPO 法人や民

間ボランティア団体等向けの寄附金を、「指定寄附金」に指定する旨の告示を行いまし

た。（３月１５日付） 

 「指定寄附金」に指定されると、その寄附金については、次の税制上の優遇措置を受け

られます。 

① 個人が支出する寄附金 ： 寄附金控除（所得金額の４０％又は寄附金の額のいずれ 

か少ない方の金額から２千円を控除した金額を所得から 

控除する。）の対象となる。 

 

② 法人が支出する寄附金 ： 全額が損金算入の対象となる。 

寄附金募集の詳細については、厚生労働省又は中央共同募金会のホームページ

等を御参照ください。 

 災害にあって損害を受けた場合は、確定申告を行うことで所得税法の雑損控除の適用

を受けることができます。 

1. 損失の発生原因 

災害、盗難、横領による損失が対象となります。 

2. 対象となる資産の範囲等 

生活に通常必要な資産に限られます。（棚卸資産や事業用の固定資産、山林、生活

に通常必要でない資産は除かれます。） 

3. 手続 

災害等に関連してやむを得ない支出をした金額についての領収書を確定申告書に

添付するか、確定申告を提出する際に提示することが必要です。 

 

損失額が大きくて、その年の所得金額から控除しきれない金額は、翌年以後３年間に

繰り越して各年の所得金額から控除できます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 家庭での電気消費量が多いとされる各機器の特徴に合わせた節電の方法・対策等

を紹介させていただきますので、参考にしていただければと思います。 

 冷暖房の設定温度を控えめにし、１日

に１時間短縮する・こまめにフィルターを

掃除する・ブラインドを設置する・窓や扉

を開放したままにしないようにするなど

様々な方法があります。 

身体が冷えてしまったり汗をかいてしま

う場合は、手や首を冷やしたり温めたりす

ることで体温を調節することができます。 

設定温度を見直し、「強」ではなく「中」

に変える・庫内の整理整頓を行う・冷蔵

庫を壁から少し離して置くなどといった方

法で節電することができます。 

計画停電により一時的に止まってしま

いますが、ペットボトルの容器で大きな氷

を作っておき、停電中に庫内に入れると

庫内を冷やすことができます。 

  テレビは視聴時間を短めにする・家族がそろってリビングに集まる・早めの就寝を心掛

けるなど、小さなことの積み重ねが大切です。 

 また、LED 電球の使用も電力・電気代の節約に効果的です。普通の白熱電球は年４回

ほど取り換えが必要なのに対して、LED 電球は約１０年使うことができ、白熱電球の４～５

分の１ほどの電力の削減になります。 

当事務所の計画停電の実施エリアは｢第４－Bグループ｣となっております。 

計画停電実施中は一時的に電話やファックス、メールなどが不通になる場合があり、また来所

の際にエレベーターのご使用が出来なくなる等、皆様には大変ご不便をおかけいたしますが、何

卒ご理解とご協力のほど宜しくお願い申し上げます。 


